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全庁的な使用料・手数料の見直しについて

・平成26年７月に、施設・サービスを利用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保する観点から「使用料・手数料の設定基準」

（以下、「設定基準」）を策定

・平成29年４月に、設定基準の考え方に基づき、全庁的な使用料・手数料の見直しを実施

・設定基準においては概ね４年ごとに、原価計算に基づく使用料・手数料の見直しを行うこととしており、本来であれば、令和３年４月

に見直しを予定

・令和元年11月に、「一般会計における使用料・手数料に係る消費税率引上げへの対応」を策定し、一般会計においても、「消費税の負

担」を施設利用者等に適切に転嫁することとし、総務委員会に報告

・令和２年７月に、新型コロナウイルス感染症に伴う社会経済状況の変化による市民生活への影響を踏まえ、「１年以上の延期」をするこ

ととし、総務委員会に報告

・令和３年７月に、令和４年４月の見直しを実施しないことについて、全議員に情報提供

・令和５年４月に、新型コロナウイルス感染症のまん延防止等重点措置等が終了し行動制限が緩和され、通常に近い社会経済活動を図って

いる状況を踏まえ、消費税の負担の転嫁及び標準的受益者負担割合と大きな乖離がある使用料・手数料の改定の実施

１ これまでの経過

①使用料

1 青少年科学館 11 平和館 21 藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム

2 岡本太郎美術館 12 市民プラザ 22 コンベンションホール

3 川崎シンフォニーホール 13 国際交流センター 23 釣池

4 アートセンター 14 大山街道ふるさと館 24 霊園・霊堂

5 生活文化会館 15 東海道かわさき宿交流館 25 かわさき新産業創造センター

6 港湾振興会館 16 青少年の家 26 地域交流センター

7 産業振興会館 17 公園内運動施設 27 公園内行為使用料

8 教育文化会館・市民館等 18 とどろきアリーナ 28 港湾環境整備施設

9 総合福祉センター 19 スポーツ・文化総合センター 29 水域占用料及び土砂採取料

10 男女共同参画センター 20 余熱利用市民施設 30 学校開放使用料

②手数料

1 衛生試験検査

2 緑ヶ丘霊園公園墓地管理

3 早野聖地公園墓地管理

4 有縁合葬型墓所管理

2　消費税の負担の転嫁により改定する使用料・手数料（現行料金の110/108）1　標準的受益者負担割合との乖離が大きく改定する使用料・手数料

①使用料

1 日本民家園 1.1倍の値上げ

2 野外音楽堂 0.8倍の値下げ

3 八ヶ岳少年自然の家 1.1倍の値上げ

4 スポーツセンター 1.1倍の値上げ

5 石川記念武道館 1.1倍の値上げ

②手数料

1 粗大ごみの処理 1.23倍の値上げ

2 し尿の処理 1.5倍の値上げ

3 浄化槽等の清掃 1.5倍の値上げ

4 汚泥の処理 1.5倍の値上げ

5 不燃性固形物の処理 1.5倍の値上げ

■ 図表１ 令和５年４月に見直した使用料・手数料
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全庁的な使用料・手数料の見直しについて

２ 見直しに向けた取組

（１）見直しのポイント

・新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し令和５年度、６年度の平均決算額（税抜）をベースとした原価計算に基づき、本体価格を見直し

※前回（令和５年４月改定）は新型コロナウイルス感染症の影響による利用休止等を考慮し、平成27～30年度の決算額（税抜）を採用

（２）見直しの方法

・「（１）」の原価計算に基づき算出した使用料・手数料の受益者負担割合と、標準的受益者負担割合を比較し（別紙１・手数料は標準的受益者

負担割合100％）、その結果大きな乖離があるものについては改定を行う

・収入や支出は年度ごとに一定幅の変動が見込まれるため、現在の受益者負担割合が、標準的受益者負担割合と概ね同程度（±２割以内）に

なっている等の場合には、現行の料金を据え置く

（３）見直し後の料金設定

・使用料については、公の施設が住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するために設置されているものであることから、受益者負担

の適正化を図る一方で、値上げによる利用者の減など、利用者への影響を考慮する必要があることから、改定前の使用料の1.1倍を超えない額

とする

・手数料については、設定基準のとおり改定前の料金の1.5倍を超えない額とする

３ 料金改定を予定している使用料・手数料（別紙２）

・標準的受益者負担割合との乖離が大きく改定を予定している

使用料・手数料

① 使用料：１２件 ② 手数料：５件

４ 今後のスケジュール

・令和８年７月30日 総務委員会

・令和８年９月 条例改正議案提出

・令和８年10月～ 議案成立以降、所管局区において周知・広報

・令和９年４月 条例施行

５ 継続した見直しの取組

・受益と負担の適正化に向けて、原価計算による状況把握を行いながら、

継続的にコストの縮減や施設利用者数の増加に取り組み、諸条件を勘案

しながら概ね４年に１回の改定を行う
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別紙１

公の施設の標準的受益者負担割合

（単位：％）

受益者
負担割合

受益者
負担割合

受益者
負担割合

文化・芸術施設 余暇施設等
藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム 60.0 生田緑地ゴルフ場（※８） 142.1

コンベンション施設 多摩川緑地バーベキュー場 100.3
コンベンションホール 89.5 釣池（※５） -

霊園等
霊園・霊堂 99.3
斎苑（斎場業務） 36.9

自転車等駐車場
自転車等駐車場 96.1

インキュベーション施設
かわさき新産業創造センター 102.8

市民館・会館等 運動施設
生活文化会館 28.2 公園内運動施設（※４等々力緑地は除く） 49.2
港湾振興会館 27.2 多摩川緑地パークボール場 59.1
産業振興会館 25.3 とどろきアリーナ 59.5

15.7 スポーツセンター 30.1
石川記念武道館 21.1

総合福祉センター（※２） 15.4 余熱利用市民施設 41.0
男女共同参画センター 20.5 スポーツ・文化総合センター 37.2
平和館 18.2
市民プラザ 22.6
国際交流センター 22.0
大山街道ふるさと館 22.4
東海道かわさき宿交流館 17.4
地域交流センター 18.3

青少年宿泊施設
青少年の家 21.6
八ヶ岳少年自然の家（※３） 12.4

斎苑
斎苑（火葬業務） 18.8

青少年活動施設 文化・芸術施設
こども文化センター・わくわくプラザ 0.0 日本民家園 14.6
こども夢パーク 0.0 青少年科学館 17.5
黒川青少年野外活動センター 0.0 岡本太郎美術館（※６） 30.1

緑化センター 川崎シンフォニーホール 24.3
緑化センター 0.0 野外音楽堂（※７） 81.9

老人活動施設 アートセンター 20.7
老人福祉センター 0.0
老人いこいの家 0.0

オレンジ色：値上げを予定している使用料
（※１）表中の受益者負担割合は令和５～６年度決算の平均値 （※５）釣池は等々力緑地再編整備において料金を検討するため建設緑政局が個別対応
（※２）総合福祉センターは令和５年度に改修工事の影響で利用者が著しく減少したため、令和６年度の決算を採用 （※６）岡本太郎美術館は展示室休室中のため見直し対象外
（※３）八ヶ岳少年自然の家は利用方法の見直し等を含め、教育委員会が個別対応 （※７）野外音楽堂は件数極少のため見直し対象外
（※４）公園内運動施設には等々力緑地は含まない （※８）生田緑地ゴルフ場は民業圧迫のおそれがあるため見直し対象外

　公の施設（広く一般市民が利用し、使用料について実質的に決定できる施設）の使用料について、施設の性格や、その施設で提供して
いるサービスの内容に応じて、市場性（縦軸）及び公共関与の必要性（横軸）により9区分の標準的受益者負担割合（0～100%）を設定

市場的（民間同種・類似施設　多）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

基
礎
的
（
公
共
関
与
の
必
要
性
　
大
）

C

教育文化会館（川崎市民館・労働会館）、
市民館等

A

B

非市場的（民間同種・類似施設　少）

選
択
的
（
公
共
関
与
の
必
要
性
　
小
）

Ⅲ

C

A

B

ⅡⅠ

ＣⅠ 50％程度 ＣⅡ 75％程度 ＣⅢ 100％

ＢⅠ 25％程度 ＢⅡ 50％程度 ＢⅢ 75％程度

ＡⅡ 25％程度 ＡⅢ 50％程度ＡⅠ 0％
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改定を予定している使用料・手数料

【使用料】 【単位：千円】

区分 割合
支出

（税抜）
収入

（税抜）
受益者

負担割合

1 日本民家園 ＡⅡ 25% 教育委員会 191,016 27,891 14.6％ 値上げ
・入園料（一般）：550円
・入園料（一般）割引・団体：440円
・入園料（学生・65歳以上）：330円

2 青少年科学館 ＡⅡ 25% 教育委員会 79,576 13,856 17.5％ 値上げ ・観覧料（一般）：400円
・観覧料（高校大学・65歳以上）：200円

3
教育文化会館（川崎市民館・労

働会館）、市民館等
ＢⅠ 25%

教育委員会
（区役所）

1,153,337 180,336 15.7％ 値上げ
・教育文化会館第１会議室（午前）：1,230円
・多摩市民館大ホール（午前）：7,390円
・有馬・野川生涯学習支援施設集会室（午前）：2,680円

4 地域交流センター ＢⅠ 25% 健康福祉局 23,267 4,227 18.3％ 値上げ

・かわさき老人福祉・地域交流センター
　ホール（午後５時～９時）：6,110円
・高津老人福祉・地域交流センター
　ホールB（午後５時～９時）：1,620円

5

総合福祉センター
（R5は改修工事により利用減したた
め、改定の判断にあたってはR6を採
用）

ＢⅠ 25% 健康福祉局 190,216 29,231 15.4％ 値上げ
・ホール（午前）：9,770円
・大会議室（午前）：6,110円
・第３会議室（午前）：2,540円

6 平和館 ＢⅠ 25% 市民文化局 9,531 1,713 18.2％ 値上げ
・屋内広場（午前）：4,070円
・第１会議室（午前）：710円
・第２会議室（午前）：910円

7 東海道かわさき宿交流館 ＢⅠ 25% 市民文化局 13,295 2,317 17.4％ 値上げ
・第１集会室（平日、午前）：1,220円
・第２集会室（平日、午前）：1,730円
・第１集会室+第２集会室（平日、午前）：2,950円

8 斎苑（火葬業務）
（市内料金のみ改定）

ＢⅠ 25% 健康福祉局 639,253 119,654 18.8％ 値上げ
・火葬料（12歳以上 市内居住者） 6,750円
・火葬料（12歳未満 市内居住者） 4,500円
・火葬料（死産児 市内居住者） 2,250円

9 スポーツセンター ＢⅡ 50%
市民文化局
（区役所）

576,944 173,758 30.1％ 値上げ
・大体育室（入場料無・全面・全日）：34,360円
・小体育室（全日）：13,670円
・トレーニング室：3時間まで240円

10 石川記念武道館 ＢⅡ 50% 市民文化局 19,231 4,048 21.1％ 値上げ ・柔道場（平日・全日）：9,070円
・個人利用料（大人）：240円

11 スポーツ・文化総合センター ＢⅡ 50% 市民文化局 535,369 199,261 37.2％ 値上げ
・大体育室（入場料無・全面・全日）：41,750円
・トレーニング室：300円
・ホール（入場料無・全日）322,870円

12 斎苑（斎場業務）
（市内料金、市外料金ともに改定）

CⅢ 100% 健康福祉局 378,483 139,446 36.9％ 値上げ

・休憩室使用料(50人用 市内居住者)：6,000円
・休憩室使用料(50人用 市外居住者)：18,000円
・斎場使用料(100人用 市内居住者) ：45,000円
・斎場使用料(100人用 市外居住者)： 135,000円

※利用料金制を採っている指定管理者制度導入施設については、条例等に定める上限額の改定を行う。利用料金については市との協議を経て指定管理者が設定する。

NO. 名称
標準的受益者負担

所管局
R5-R6年度決算の平均

改定内容
（1.1倍を超えない範囲）

現行条例の主な使用料

別紙２
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【手数料】 【単位：千円】

支出
（税抜）

収入
（税抜）

受益者
負担割合

1 し尿の処理 環境局 103,935 49,089 47.2％ 値上げ ・1回に収集したし尿180Lまで：4,500円
（180Lを超える場合については90Lまでごとに2,250円）

2 浄化槽等の清掃 環境局 288,880 71,945 24.9％ 値上げ ・浄化槽容積1.5m3まで：9,670円

（1.5m3を超えるものについては1m3までごとに4,720円）

3 汚泥の処理 環境局 239,162 42,724 17.9％ 値上げ ・合併処理浄化槽1m3までごとに3,150円

・汚水排水槽1m3までごとに3,820円

4 不燃性固形物の処理 環境局 18,399 11,335 61.8％ 値上げ ・11円/kg

5 衛生試験検査手数料 健康福祉局 182,477 68,471 37.6％ 値上げ
・ウイルス（２）（複雑なもの）：13,240円
・食品等（３）細菌イ（複雑なもの）：2,030円
・水質（４）細菌ア（簡易なもの）：2,540円

※標準的な受益者負担割合と現状で大きな乖離がある場合でも、「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の定めがあるもの等については、大きな乖離を理由とした改定を行
わない。

NO. 名称
標準的受益者

負担割合
所管局 現行条例の主な手数料

100％

100％

100％

100％

100％

R5-R6決算の平均
改定内容

（1.5倍を超えない範囲）
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